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代表質疑（３月７日）の冒頭発言から
韓国での冬のオリンピックが終わり、パラリンピックが始まりますが、改めて「北朝鮮問題」がクローズアップしてきました。理解に苦しむアメリカ・トランプ政権、それに全面追従する日本の安倍政権、被爆国でありながらアメリカの｢核の抑止力｣に頼り、国連の｢核兵器廃絶条約｣に反対する。国内では自ら戦争のできる国に変えようと｢９条改憲｣を持ち出しています。私たちは今、核兵器廃絶のため｢ヒバクシャ国際署名｣と｢９条改憲ＮＯ！３０００万署名｣に取組んでいます。
｢働き方改革｣も全く異常で、財界頼りの無理の押し付けです。｢モリカケ問題｣でも安倍政権の政治の私物化は許されません。安倍内閣総辞職の声も出ています。
市長は所信表明で、「就任して５年が経過した。未来を見据えて、少子高齢化、核家族化などの社会構造の変化に対応すべく、将来への投資(１１の重点プロジェクト＝伊藤市長の２期目の公約)を適切に進めてきた。桑名市が、選ばれるまちであり続けるためには、どんなに社会環境が変化しようとも、それに柔軟に対応できるまちでなければならない。本当に支援を必要とする人に必要な支援ができる体制を整えていかなければならない。（良いこと言っていますね、でも全員参加型と言いながら人の意見を聞かないのが問題です。）予算の構造改革は、ようやく一定の目途が立ち、｢財政の健全化｣と｢魅力あるまちになる為の投資｣という、相反する課題に適切に対応できる環境が整いつつあります。（これだけ住民サービスを削減し受益者負担などと言って、国と同じように住民負担を増やしています。）国は「働き方改革」実行計画を決定し、関連法案の成立を目指しています。市でも、働き方改革プロジェクト会議を定期に開催し、全庁で行う取り組みを決定・推進している他、モデル課の成果を取り入れた取り組みを各課で推進中であります。全ての職員が働きやすい職場環境をつくるため、今後も改革を進めていきます。（ノー残業デーだけが目立ち他は見えてきません。有給休暇を取れとも言っているようです。市民の納得するものにしてください。）また、国は「生産性革命」と「人づくり革命」を車の両輪として、取り組んでいます。成長と分配の好循環により、国民全体が成長を享受できる、「全世代型」の社会保障制度により、子育てや介護に対する不安なしに、誰にでも活躍の場があり、お年寄りも若者も安心して暮らすことができる社会を目指すとしています。市は、今後も、地方の経済の好循環を実現できるような施策の展開に期待をする。」と言われました。（もっと国に働きかけて欲しいと思います。）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
３月予算議会　最終日は２８日(水)で、採決等が行われます。
星野公平の代表質疑（２０１８年３月７日）
当局の1回目の答弁（質問に対する説明や再質問・答弁は除きます）
１、市長の所信表明と平成３０年度予算について（大項目は１つだけです）
【質問１】誰もが利用できる社会保障について
①４月からの介護保険はどうなるのか（地域包括ケアシステム、地域ケア会議、総合事業、成年後見人制度等）
②多世代共生型施設について（福祉ヴィレッジと地域の問題、公園の意味）
③地域医療体制の強化について、がん対策(市のがん患者に対する施策)
【答弁】①平成３０年度からの「新介護計画」では、高齢者・障害者・子供などに対する包括的な支援体制を目指す「地域共生社会」の実現に向けた方針を取り入れた。現状の取組を精査し、課題を洗い出し、より実効性のある取組になるよう必要な改善を図った。「地域生活応援会議」では、対象を広げる事（要支援１・２に要介護１・２を追加）を検討する。「総合事業」では、新たに理学療法士や作業療法士が利用者の自宅を訪問し、必要な指導や環境調整を行うサービスなどを創設する。「成年後見制度利用促進基本計画」を策定し、適切な利用を推進する。
②「福祉ヴィレッジ」は、「清風園」「療育センター」「山崎乳児保育所」「山崎苑」の４施設更新に合わせ、民営化として、民間事業者から福祉事業や機能の事業提案をもらい、多世代交流・多機能型の福祉施設として一体的に整備するもの。「多世代共生型施設」は、それぞれの施設が共生し、利用者の交流が促進され、その家族などが集まり、コミュニケーションの拠点となり、地域で誰もが支え合う地域共生社会の実現を目指すもの。（江場にある施設を伝馬公園に移転）公園は、住民の憩いの場やコミュニティの場など公共の福祉増進の目的を持つ一方で災害時の避難所場所の役割がある。
③健康相談を中央保健センターで随時実施しており、健康に関する相談であれば、誰からの相談も保健師と管理栄養士が受けている。がんにかかった方が尊厳を保持し安心して暮らすことのできる社会の構築を目指し、地域全体でがん患者に関する理解が深められ、がん患者が円滑な社会生活を営むことができる社会環境の整備が図られるよう市・県が協力していく事が重要と考えている。
【質問２】どの子も成長できる教育について
①小中一貫教育の推進（手法及び住民との合意）
②「学校運営協議会」と「コミュニティスクール」とは　③英語教育等について
【答弁】①小学校の新学習指導要領が全面実施となる２０２０年度より、施設は現状のままの分離型で学区割は変更せず、全市的に小中一貫教育を導入する予定。現在作成中の「桑名市小中一貫教育基本方針」を周知しながら、ＰＴＡ・校長会・職員団体等と連携し、市の広報等により、広く市民にも伝えていく。
②「コミュニティスクール」とは「学校運営協議会」を設置している学校のこと。今後３年間を目途に、各小中学校に「学校運営協議会」の設置を進めていく。地域でどのような子どもたちを育てるのか、何を実現していくかという目標やビジョンを地域の皆さんと共有し、地域と学校が一体となって役割分担しながら当事者意識を持ち、子どもたちや地域のためにそれぞれが主体的に取組むことを狙いとした「地域とともにある学校づくり」を目指していく。
③「桑名市英語教育プラン」を作成した。グローバル社会で通用するコミュニケーション力を、９年間を通して育む。小学校１年生から興味関心を引き、無理のないようなプランを作成している。
【質問３】市民みんなの意見が伝わる市政について　
①地区市民センター、公民館の廃止について（地域創造プロジェクト案は住民の合意があるのか）
②「まちづくり協議会」の設立について（まちづくり拠点施設の人事等）
【答弁】①「まちづくり拠点施設」への機能転換等については関係条例が議決された。「まちづくり拠点施設」は、本年４月から人と情報が集まる場所として、地域住民の皆さんがより使いやすい施設となるように、地域のまちづくりの核となる場所として、新たにスタートする。
②「まちづくり拠点施設」に配置する地域担当職員は、各地域内における話し合いの場づくり、様々な活動組織や各種団体の皆さんとの調整を行いながら「まちづくり協議会」の立ち上げ支援を行う。ゼロからのスタートであり、職員の知識や意識を更に向上させることも必要になってくる。
【質問４】誰もが生活しやすい「まちづくり」について　
①桑名駅及び周辺整備における公民連携手法とは
②「桑名市都市計画マスタープラン」の改定について
【星野の意見】時間が無くなり答弁を求めなかった。
①ＰＰＰ神話に陥っていないか。市民が主役になっているか。自由通路建設の市の負担増は、詐欺的手法だ。副市長の答弁（ごみ焼却施設建設でお金が余った）は異常だ。②高塚山地区開発の県の環境評価委員会を傍聴したが、委員会の呈をなしていなかった。委員の出席は５０％、質問は少し、議論は無し。県側の幹事の若い職員の厳しい業者への質問に１つの光明を得た。
【最後に】すべてに共通するのが、市民の声・意見が聞き入れない・通らない・反映されないという事です。職員の皆さんは、どこを向いて仕事をされているのでしょうか。市でも働き方改革と言っていますが、残業時間の削減だけではありません。職員の皆さんの仕事の仕方・方向性が問われています。
｢ヒバクシャ国際署名｣と｢９条改憲ＮＯ！３０００万署名｣にご協力を
国会では「森友」文書捏造　佐川氏、昭恵氏喚問は不可欠　　　　　　　　　ｐ安倍政権が国会の求めに応じて提出した「森友」疑惑関係の資料が、約３００カ所も削除・改竄されていた事は、行政府が捏造した資料で立法府を欺き、三権分立の原則も議会制民主主義も破壊した大問題です。安倍首相や麻生財務相は財務省理財局に責任を押し付けています。与党は佐川前理財局長の証人喚問を行う姿勢を示したものの、首相の妻、昭恵氏の国会招致は受け入れようとしません。安倍政権の責任を明確にし、昭恵氏の証人喚問で「森友」疑惑の真相を明らかにすることは、日本の民主主義にかかわります。　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ発端は首相答弁であり、佐川氏の答弁や資料の捏造はそれをとりつくろうためです。首相答弁の後、理財局の元幹部が｢どう整合性をつければいいのか｣と悩んでいたことを、あるジャーナリストも昨年の月刊誌で紹介しています。　　　　　　　ｐ「森友」が開設しようとした小学校で「名誉校長」を務め、たびたび相談に乗り、首相夫人付き政府職員を通じ財務省に問い合わせまでしていた昭恵氏に国会で直接問いただすことこそ疑惑解明の核心です。　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ昭恵氏を証人喚問して疑惑を解明してこそ、国会の役割が果たせます。
異常な教育介入　前川喜平氏(前文部科学事務次官)の授業に圧力ｐ名古屋市の市立中学校が前川氏を講師にした公開授業を行ったことについて、文科省が名古屋市教育委員会に対して「同氏を招いた狙いは何か」などと、前川氏を講師に呼んだのは問題だと問い詰めるような「質問」を執拗に繰り返していました。一中学校の個別の授業に国家権力である文科省が襲いかかるような異様な光景です。自らへの批判を封じようとする安倍政権の異常な体質を示すものだとの批判が広がっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ授業は、生徒たちに｢自分の未来や生き方をつくっていく参考にしてほしい｣という趣旨で行われ、前川氏は自らの経験や夜間中学について語り、生徒からも｢夜間中学のことで衝撃を受けた｣｢いくつになっても学びたい人がいると分かったので、中学生の僕も一生懸命学ぼうと思った｣と好評で、全く問題のない内容でした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐところが文科省は、名古屋市教委に対して、２回で約３０項目の詳細な質問のメールを送付し、録音データの提出まで求めていました。市教委や学校がデータ提出を拒否したのは当然です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本国憲法のもとでは、戦前の国家主義的教育への反省に立ち、｢教育は、不当な支配に服することなく｣行われるべきだと教育基本法に明記されました。最高裁も憲法の原則にもとづき｢教育内容に対する国家的介入についてはできるだけ抑制的であること｣との判断を示しています。　　　　　　　　　　　　　　　　ｐｐ前川氏は｢加計学園｣の獣医学部新設をめぐり行政がゆがめられた問題を告発してきました。文科省の行為は、政権に逆らった人物だから授業をチェックし、呼ばないよう学校に圧力をかけるというもので、ここに安倍政権の危険な体質が表れています。政府が自らを批判するものを攻撃し続け、自由にものを言う事を許さない。このような事がまかり通れば、まさに戦前の暗黒社会に逆戻りです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ文科省は自ら真相を明らかにし、今後いっさい教育内容への不当な介入を行わないことを明確にすべきです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image1.png]



日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．３０３　　　２０１８年　　３　月　２２　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５























































































































